
函館市家族介護用品給付事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，在宅のねたきりや認知症の高齢者等（以下「要介

護高齢者等」という。）を抱える家族に対し，介護用品を給付するこ

とにより，介護に当たる家族の身体的，精神的，経済的な負担の軽減

を図ることを目的とする家族介護用品給付事業（以下｢事業｣という。）

の実施に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は，函館市（以下「市」という。）とする。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の定義は，それぞれ 

当該各号に定めるところによる。 

（１）「家族」とは以下のとおりとする。 

  ア 介護用品使用者の配偶者 

  イ 届出はないが介護用品使用者と事実上婚姻関係と同様の事情 

にある者 

   ウ 介護用品使用者の３親等以内の親族およびその配偶者 

   エ その他市長が特に必要があると認めた者 

 （２）「在宅」とは，以下に入院または入所等をしている場合は含ま 

ない。 

   ア 医療機関への長期入院（長期入院とは，在宅の日が当月中に 

おいて１日もなかったものをいう。） 

イ 介護保険施設 

ウ 認知症対応型共同生活介護事業所（グループホーム） 

エ 地域密着型特定施設入居者生活介護事業所 

オ 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護事業所 

カ 小規模多機能型居宅介護および看護小規模多機能型居宅介護 

の宿泊サービスの長期利用（長期利用とは，小規模多機能型居 

宅介護および看護小規模多機能型居宅介護の宿泊サービスを利 



用しない日が当月中において１日もなかったものをいう。） 

キ 短期入所生活介護および短期入所療養介護の長期利用（長期 

利用とは，短期入所生活介護および短期入所療養介護を利用し 

ない日が当月中において１日もなかったものをいう。） 

   ク 介護付き有料老人ホームおよび地域密着型介護付き有料老人 

ホーム 

（給付対象者） 

第４条 この事業により介護用品の給付を受けることができる者（以下

「給付対象者」という。）は次の各号のすべてに該当する家族とする｡ 

（１）本市に住所を有していること。 

（２）市民税非課税世帯に属していること。 

（３）配偶者が，市町村民税の課税者でないこと。 

（４）市町村民税の課税者の税法上の扶養親族等ではないこと。 

（５）前（２）～（４）の課税状況については，申請日の属する年度 

分とする。ただし，４月および５月の申請については，申請日の 

属する年度の前年度分とする。 

（６）次条に規定する「介護用品使用者」の主たる介護者であること。 

 (介護用品使用者) 

第５条 介護用品使用者は，要介護高齢者等で次の各号のすべてに該当

する者とする。 

（１）介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項の規定 

による要介護認定において要介護状態区分が３，４または５と判 

定されており，かつ介護用品が必要な状態であること。 

（２）在宅であること。 

（３）本市に住所を有していること。 

（４）市民税非課税世帯に属していること。 

（５）配偶者が市町村民税の課税者でないこと。 

（６）市町村民税の課税者の税法上の扶養親族等ではないこと。 

（７）前（４）～（６）の課税状況については，申請日の属する年度 

分とする。ただし，４月および５月の申請については，申請日の 



属する年度の前年度分とする。 

（８）生活保護制度の被保護者でないこと。 

（介護用品の給付等） 

第６条 給付の対象となる介護用品は別表のとおりとする。 

２ 給付する介護用品は，月額５，０００円を限度に，市が別に定める

介護用品を引き換えできる事業者（以下「登録事業者」という。）か

ら，市が交付する別記第１号様式の利用券と引き換えて給付するもの

とする。 

（給付の申請） 

第７条 介護用品の給付を受けようとする者（以下「申請者」という｡）

は，別記第２号様式の申請書により市長に申請しなければならない。 

  また，他の自治体からの転入等の事由により，函館市が要介護認定

資料および市民税の課税状況の情報を保有しない場合は，申請者側が

前住地から要介護認定資料および市民税非課税証明書を取得し，函館

市に提出するものとする。なお，市長は必要と認める書類があれば，

提出を求めることができる。 

（給付の調査および決定） 

第８条 市長は，前条の規定による申請があったときは，介護用品の給

付に関し必要な事項を調査し，申請者が第４条の規定に該当している

と認めるときは，介護用品を給付することを決定する。ただし，申請

者が正当な理由がなく調査を拒んだとき，または申請者が当該申請の

前に本事業において虚偽の申告その他不正な手段により，市から利用

券の交付もしくは介護用品の給付を受けたことがあるときは，このか

ぎりではない。 

２ 介護用品の必要性の有無を判定する際には，介護者からの聴取のほ

か，申請時点における要介護者の要介護度を認定する際に用いられた 

要介護認定資料を用いる。 

３ 市長は，同条第１項の規定により介護用品の給付を決定したときは

別記第３号様式の決定通知書により，給付しないことを決定したとき

は別記第４号様式の却下通知書により当該申請者に通知するものとす



る。 

４ 介護用品の給付を受けることができる期間については，申請月から

同一年度内の３月までとする。ただし，３月については，１５日まで

の申請とする。 

（判定方法） 

第９条 前条第２項の規定による介護用品の必要性の判定については以

下の方法により判断する。ただし，介護用品使用者の要介護度が４以

上の場合は，この方法によらず介護用品の必要性があるものとする。 

 （１）認定調査票の「排尿」または「排便」の項目において，「全介

助」，「一部介助」，「見守り等」のいずれかに該当していること。 

 （２）前項に該当しないが，申請時点において要介護認定時の状態か 

ら変化しており認定調査票では介護用品の必要性が確認できない 

場合については，介護者等からの聴取や主治医意見書の「傷病に 

関する意見」および尿失禁の可能性が「あり」であるかを参考と 

し，介護用品が必要な状態であることを確認すること。 

（利用券の交付） 

第10条 市長は，第８条第１項により介護用品の給付の決定を受けた申

請者（以下「利用者」という。）について，申請月分から同一年度内

の３月分までの利用券を交付する。 

（介護用品の引き換え等） 

第11条 介護用品の引き換えは，次のとおり行うものとする。 

（１）利用者は，介護用品を引き換えるときは，当該月分の利用券を 

登録事業者に提出するものとする。ただし，申請月分の利用券の 

み翌月にも使用可能とするが，３月が申請月の場合は当月のみ使 

用可能とする。 

（２）登録事業者は，利用券の内訳欄に引き渡した介護用品の内訳を 

記入し，利用券（本人控）の該当欄に記名しなければならない。 

   なお，利用券（本人控）の内訳欄への記入を引き渡した介護品 

の内訳が確認できる書類に代える場合は，利用券（本人控）に貼 

付しなければならない。 



（３）利用者は，利用券の内訳欄の内容を確認の上，利用券（市提出 

用）の該当欄に署名しなければならない。 

（廃止） 

第12条 利用者は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに別

記第５号様式の廃止届により，市長に届け出なければならない。また，

利用者は，未使用分の利用券を市長に返還しなければならない。 

（１）利用者が第４条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

（２）介護用品使用者が第５条に規定する要件を満たさなくなったと 

き。 

（３）利用者または介護用品使用者が死亡したとき。 

（４）その他の理由で事業の利用を必要としなくなったとき。 

（介護用品の給付費の請求および支払い） 

第13条 登録事業者は，介護用品を引き換えた月の翌月１０日までに利

用券（市提出用）を添えて，引き換えた介護用品の費用を市長に請求

することとする。 

２ 市長は，前項の請求があったときは，請求内容を審査し，請求を受 

けた日から３０日以内に登録事業者に支払いを行わなければならない。 

（給付費の返還） 

第14条 市長は，次の各号のいずれかに該当する場合は，利用者または

登録事業者に対して給付した額の全額または一部の返還を求めること

ができる。 

（１）利用者または介護用品使用者が，第12条に規定する状態となっ 

ているにもかかわらず給付を受けたとき。 

（２）利用券を目的以外に使用したとき。 

（３）偽りその他不正な行為により給付を受けたとき。 

（台帳の整備） 

第15条 市長は，事業の運営状況を明らかにするため，台帳を整備する

ものとする。 

（補則） 

第16条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 



   附 則 

 この要綱は，平成１２年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は，平成１３年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は，平成１７年６月２９日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 

附 則  

 この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２３年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 １ この要綱は，令和６年４月１日から施行する。ただし，この要綱 



  を実施するために必要な準備行為は，この要綱の施行前においても 

行うことができる。 

 ２ 令和６年３月１６日から令和６年３月３１日に申請のあったもの 

は，新要綱を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第６条関係）                         

 

給付の対象とす

る介護用品 

 紙おむつ，尿取りパッド，お尻拭き， 

使い捨て手袋 

 



別記第１号様式 

  年度           番   号          

   年  月分        利用者氏名           

 

函館市家族介護用品給付事業 

利 用 券（本人控）  

 ※「種別」欄には介護用品の種別に応じて，以下の数字を記入してください。 

  フラットタイプ…１ パットタイプ…２ テープタイプ…３ パンツタイプ…４ 

 種別 メーカー･商品名等 入数 数量 単価 金 額 

内 
 

訳
（
税
込
み
） 

       

合計（税込み）   

公 費 負 担 額（給付限度額：５，０００円）  

自 己 負 担 額  

※本券は，受領証として保存してください。 

 

確認年月日      年  月  日 

 登録事業者名 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

割 

印 

の 

な 

い 

も 

の 

は 

無 

効 

で 

す 

 

 

 

 

 

 

 

  年度           番   号          

   年  月分        利用者氏名           

 

函館市家族介護用品給付事業 

 利 用 券（市提出用） 

 ※「種別」欄には介護用品の種別に応じて，以下の数字を記入してください。 

  フラットタイプ…１ パットタイプ…２ テープタイプ…３ パンツタイプ…４ 

 種別 メーカー･商品名等 入数 数量 単価 金 額 

内 
 

訳
（
税
込
み
） 

フ
ラ
ッ
ト 

  

パ
ン
ツ 

     

合計（税込み）   

公 費 負 担 額（給付限度額：５，０００円）  

自 己 負 担 額  

登録事業者名    

上記のとおり受領しました。 

確認年月日      年  月  日 

利用者氏名                     

 



別記第２号様式

函館市長　　あて

　次のとおり，介護用品の給付を申請します。

ついて，調査を行なうことに同意します。

年 月 日

〒

フリガナ

氏　名 年 月 日

年 月 日

〒

電話　　　－　　　－

フリガナ

氏　名 年 月 日

家族介護用品給付申請書

　　年　　月　　日

　私および介護用品使用者は，市が介護用品の給付に関し必要となる所得の状況および介護認定情報に

申請者
（介護者）

フリガナ

生年
月日

大正・昭和・平成

(　　　)歳
氏　名

住　所

〒

電話　　　－　　　－

本年１月
１日現在
の住所

住　所

電話　　　－　　　－

被介護者との関係
（続柄）

配偶者の有無 有 ・ 無
※内縁，事実婚の場合は「有」として「配偶者に関する事項」を記入。「無」または
「介護用品使用者」と同一の場合は以下の「配偶者に関する事項」は記入不要です。

（上記住所と異なる場合のみ記入してください）

被介護者
（介護用品
使用者）

被保険者番号 要介護度 ３・４・５

フリガナ

生年
月日

配
偶
者
に
関
す
る
事
項

生年
月日

大正・昭和・平成

(　　　)歳

明治・大正・昭和

(　　　)歳
氏　名

住　所

配偶者の有無 有 ・ 無
※内縁，事実婚の場合は「有」として「配偶者に関する事項」を記入。「無」または

「申請者（介護者）」と同一の場合は以下の「配偶者に関する事項」は記入不要です。

配
偶
者
に
関
す
る
事
項

生年
月日

明治・大正・昭和

(　　　)歳

住　所

〒

電話　　　－　　　－

本年１月
１日現在
の住所

（上記住所と異なる場合のみ記入してください）



 1 在宅で介護している。

 2 医療機関へ入院している。

 3 施設等へ入所している。

函館市記入欄

課 氏名

生活保護制度

　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日 （要介護度　　　　　）

担当者：　　　　　　　　　　

介護の状況

おむつ使用開始時期　　　　　　　年　　　月　　　日　頃から

※２および３に該当する場合，対象外となります。

介護状況
確認欄

対象者 申請者　・　その他（　　　　　　　　　　） 受付者

　（医療機関名　　　　　　　　　　）　（入院期間　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日）

被介護者 該当　・　非該当

課税状況

本人 世帯 配偶者 課税者の被扶養者

申請者(介護者) 課・非 課・非 課・非 該当　・　非該当

被介護者 課・非 課・非 課・非 該当　・　非該当

□見守り等　□一部介助　□全介助　□その他

排便について □見守り等　□一部介助　□全介助　□その他

主治医意見書 別添調査票参照

認定有効期間

参考要件
(認定状況)

認定調査票
基本調査

排尿について

備考

　決　定　区　分 該当　・　非該当 （判定日：　　年　　月　　日）



別記第３号様式 

家 族 介 護 用 品 給 付 

決 定 通 知 書 
 

番 号  

申請者 
（利用者） 

氏 名   

住 所 函館市 

介護用品 
使用者 

氏 名 
  

  

給  付  期  間  年   月～  年   月 

給付限度額 月５，０００円を限度とする。 

函館市家族介護用品給付事業実施要綱の定めるところにより，上記のとおり介護用品の給付
を決定しましたので通知します。 

 
年  月  日 

 
函館市長   
 

留 

意 

事 

項 

利用者は，以下の事項に留意し，いずれかに該当するに至ったときは，函館市に廃止の届

出をしなければなりません。 

（１） 利用者または介護用品使用者が次に掲げる要件に該当するようになったとき。 

① 属する世帯が市民税課税世帯となったとき。 

② 配偶者が市町村民税課税者となったとき。 

③ 市町村民税課税者の税法上の扶養親族等となったとき。 

（２） 利用者または介護用品使用者が市外に転出したとき。 

（３） 利用者または介護用品使用者が死亡したとき。 

（４） 介護用品使用者の要介護度が要介護３，４または５以外となったとき。または介護認

定調査資料で介護用品が必要な状態であると確認できなくなったとき。 

（５） 在宅介護でなくなったとき。 

（６） 介護用品使用者が生活保護制度の被保護者となったとき。 

（７） その他の理由で事業の利用を必要としなくなったとき。 

 

 

 

 

 



別記第４号様式 

家  族  介  護  用  品  給  付  

却 下 通 知 書 

申請者 

(介護者) 

氏名  

住所 函館市 

介護用品  
使用者 

氏名   

却下理由  

１ （ 申請者・介護用品使用者 ）が次に掲げる要件に該当している。 

・  市民税課税世帯に属している。 

・  配偶者が市町村民税課税者である。 

・  市町村民税課税者の税法上の扶養親族等となっている。 

２ （ 申請者・介護用品使用者 ）が函館市外に転出している。 

３ （ 申請者・介護用品使用者 ）が死亡している。 

４ 介護用品使用者の要介護度が要介護３・４・５以外になっている。 

認定日：    年  月  日 要介護度    

 ５ 要介護認定資料で介護用品が必要な状態であることが確認でき

ない。 

 ６ 介護用品使用者が生活保護制度の被保護者である。 

７ 介護用品使用者が在宅でない。 

８ その他 

（                         ） 

 

函館市家族介護用品給付事業実施要綱の定めるところにより，上記のとおり却下

しましたので通知します。  

 

          年  月  日 

 

                  函館市長              

 

 

 

 

 



別記第５号様式 

家 族 介 護 用 品 給 付 事 業 

廃   止   届  

番 号  

利 用 者 

フリガナ   

氏 名   

介護用品  

使用者 

フリガナ   

氏 名   

廃  

 

止  

 

事  

 

項  

１ （ 利用者・介護用品使用者 ）が次に掲げる要件に該当している。 

・  市民税課税世帯に属している。 

・  配偶者が市町村民税課税者である。 

・  市町村民税課税者の扶養親族等となっている。 

２ （ 利用者・介護用品使用者 ）が函館市外に転出している。 

３ （ 利用者・介護用品使用者 ）が死亡している。 

４ 介護用品使用者の要介護度が要介護３・４・５以外になっている。 

   認定日：    年  月  日 要介護度    

５ 要介護認定資料で介護用品が必要な状態であることが確認できない。 

６ 介護用品使用者が生活保護制度の被保護者である。 

７ 介護用品使用者が在宅でない。 

 

８ その他 

（                         ） 

 

上記のとおり届出します。   

（ 利用券返却 ・ 利用券返却不可  理由： 紛失 ・ 廃棄 ・ その他 ） 

 

          年  月  日 

      函館市長  あて 

利用者氏名          

 

 


